












































における製造業総生産の対流通産業総生産比は大体1 : 1と2 : 1の間で変動している｡先進国の
中でもアメリカのその比率は最も低く､製造業総生産の対流通産業総生産比は約1 : 1である｡つ
まり､先進国において､流通産業は製造業とほぼ同じテンポで発展している｡これに対して､中国
の場合は製造業総生産と比べると流通産業の総生産が非常に少なく､製造業のそれの四分の-であ
る｡ 2005年には製造業の総生産が流通産業のそれのはば6倍である｡これはきっと中国経済の持続
的な成長と産業間の持続的な発展に支障をきたすと思われる｡
中国はまだ工業化の後進国であり､産業構造の後進性を解消するために製造業を含めた工業に最
も力を入れている｡その結果､工業はかつてないハイ･テンポで成長している｡しかし､このよう
なT_業成長は必然的にほかの産業､特にインフラセクターの成長を要請する｡果たして流通産業を
含めたインフラセクターは工業の要請をうまく応えているかは中国人研究者があまり問題にしてい
ない｡
しかしながら､中国の経済を持続的に発展させていくのにとっては流通産業と工業との不調和的
な発展の問題を解決することは重要な課題の一つである｡今まで中国においては､多くの研究者が
流通産業や工業などの産業を個別に研究している｡だが､両産業の関係を主に研究したものは皆無
といえる｡
本論文では､流通産業の変貌に注目し､特に中国流通産業の再編後､マクロ的な経済環境と内生
的な成長の面から流通産業が如何なる形で成長してきたか､さらに工業との関係が如何なるもので
あるかを検証する｡
2.研究対象
本論文は中国における流通産業と工業との調和的な発展を研究対象として研究を進めていく｡そ
の理由は三つある｡一つは､流通産業と工業はいずれも中国国民経済の重要なセクターである｡流
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通産業は卸売業と小売業から構成されており､国民経済再生産過程において流通機能を担う｡流通
産業は川上セクターとしての工業から製品を購入し､さらにそれをユーザーとしての企業や消費者
に供給する｡そして､工業は主に製品の生産機能を果たす部門である｡二つの産業はそれぞれが生
産と流通の役割を果たしており､なおかつ互いに影響を与え合っている｡
今一つは流通産業と工業の発展の格差である｡長い間｢重工軽商｣ (｢工業を重視し､商業を軽視
する｣)という政策理念に基づいて､多くの資源が傾斜優遇政策によって工業に配分されていた｡
改革開放以降､工業も驚くほどのスピードで成長してきた｡これに対して従来無視されてきた流通
産業は極めて弱い基盤から出発せざるをえなくなった｡確かに流通産業もある程度の成長を成し遂
げているが､工業はど速くなかった｡ゆえに流通産業と工業とが不調和な関係にあると考えられる｡
最後の一つは経済体制の転換に伴い､流通産業においても顕著な革新が行われたことである｡従
来の計画経済によって維持された工業と流通産業の相互関係が市場経済への移行に伴い､解体され
た｡制度の要素が如何に流通産業の発展､または工業と流通産業との関係に影響を与えているかは
実に無視できない課題である｡
3.研究方法
本論文は1980年代以降における流通産業の再編に焦点を当てて､流通産業と工業との調和的な発
展を研究する｡優先的に発展した工業に流通産業は立後れた可能性があるというのを仮設とする｡
もし流通産業が工業に立後れたとしたら､立後れた流通産業が工業の発展を妨げることが推測でき
る｡
このような仮説を検証するために､筆者は主に実証分析とケーススタディーで本研究を展開して
いく｡そこで､まず生産額と要素生産性を主要指標として､中国における流通産業と工業との相互
関係を実証分析する｡そして流通機能生成メカニズムの検証を通して､流通産業と工業との相違を
究明する｡さらに､日本などの先進国の経験を照らし合わせて､中国の流通産業､および流通産業
と工業との相互関係を比較分析する｡最後に鋼材流通を事例としてケーススタディーを行い､流通
と生産との相互関係を確かめる｡
4.本論文の構成
本論文は7つの章から構成されている｡さらに7つの章は下記の図1のように四つの部分にもわ
ける｡各章の関連は図1のとおりである｡最初の部分は序章で､主に本論文の研究背景､問題意識､
研究対象及び研究方法について検討する｡第二部分は第1章と第2章によって構成されている｡そ
こで主に経済学理論の検討と日本の経験の考察を行う｡第三部分は第3章､第4章と第5章という
三つの章からなる｡主に中国における流通産業の発展実態､工業との関係､そして鉄鋼流通の事例
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からみた流通と生産との関係を実証分析する｡第四部分の終章では中国的流通産業の発展､流通産
業と工業との関係を理論化したうえで､今後の展望をする｡
図1本論文の構成
5.各章の主要な内容
序章
序章では､本論文に関する基礎的概念を明らかにした上で､流通産業と工業との調和的な発展を
検討する視点を明確にした｡そして､本論文の研究背景､研究対象を述べたと同時に､先行研究を
吟味し､本研究のフレームワークを構築した｡
第-章　経済学理論からみた流通産業と工業との関係
本章では､主にマルクス流通論､均整成長理論及び取引コスト理論を中心に､流通産業と工業と
の調和的な発展を見る視点､理論枠組み､アプローチ方法を入念に検討した｡
マルクス流通理論は流通と生産及び消費との関係に重要視を与え､流通を担うセクターと生産を
担うセクターには､相手への影響を互いに与えていることを明確にした｡だが､流通産業と工業と
の調和的な発展､特に産業間の関係に関するアプローチ方法を深く触れていない｡一方､開発経済
理論は､産業部門の開発戦略に関する研究を分厚く積み重ねてきた｡均斉成長理論と不均斉成長理
論は途上国の工業だけを研究対象として､はかの部門に注視していないとみられる｡実際に国民経
済のある程度の発展を遂げると､工業がアクセスするインフラセクターの構築も要請されるように
なる｡これについて開発経済論者らがあまり議論していないことを指摘した｡
ここではマルクス流通論を踏まえて流通活動を代表する流通産業と､生産活動を代表する工業と
の有り様を吟味した｡そのうえ､流通産業と工業との関係に､二つのアプローチ方法を構築した｡
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ひとつは､生産額と要素生産性などの指標を用いる実証分析である｡今ひとつは､流通能力の生成
メカニズムの検証である｡まず内生成長理論に基づいて､資本､労働などの流通産業の成長に不可
欠な生産要素の側面から､中国における流通能力の要素的生成メカニズムを分析する方法を確立し
た｡また､取引コスト理論､特に取引コスト理論のなかの中間組織理論から､流通能力の組織的生
成メカニズムを分析する方法を明確にした｡
第二章　高度成長期における日本の流通産業と工業との関係
本章では､主に戦後の日本における流通産業の発展実態の検討を通して､第一章で構築した理論
的な枠組みの妥当性を検証した｡
1950年代から､日本でも流通産業と工業との不調和的な発展状況が現れた｡工業の急速成長と異
なり､流通産業が停滞するようにみえる｡流通産業においては企業の零細性と低生産性が極めて著
しかったといわれる｡この不調和な発展状況を改善するために､ 1960年代から二回にわたり､ ｢流
通革命｣が行われた｡国家発展計画の是正をきっかけにして､第一回｢流通革命｣は､主に流通産
業の大規模的発展とメーカー主導流通系列化などの二つの手法で流通産業の発展を促したことが分
かった｡
そして､ 1980年代に入り流通国際化の圧迫と消費環境の変容に対応して､第二回｢流通革命｣は
始まった｡主な変化として､規制緩和によって流通産業の大規模的発展が再び推進されたことがあ
げられる｡それに伴って流通産業の要素生産性が大きく向上しており､流通産業の対工業生産額比
率も上昇した｡このように､日本における流通産業と工業との相互関係の分析を通して､生産額と
要素生産性などの指標を用いる検証方法が有効だと判断された｡それと同時に､大規模化の発展に
つれて流通企業が強大になり､従来のメーカー主導流通系列化が次第に商業参与､或いは商業主導
の製販同盟へ切り替わったことが分かった｡これは､流通能力の要素的･組織的生成メカニズムに
よる流通機能の改善を反映している｡つまり､機能生成メカニズムのアプローチ方法も流通産業と
工業との関係を検証できることが立証された｡
日本の経験に関する考察は､第一章で構築した理論的な枠組みを確かめたと同時に､日本の高度
成長期に似ている中国の流通産業の発展､また中国の流通産業と工業との関係に関する研究におい
てもこのような分析枠組みが通用できることを示唆した｡
第三章　改革開放以降の中国における流通産業の発展
本章では､主に改革開放以降､経済体制の移行によって流通産業の変容を検討したうえで､流通
産業の発展パターンを明らかにした｡
改革開放以降､流通産業において経済体制の移行に伴い投資の市場化､生産の市場化と価格の市
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場化の三つの側面から制度転換を検討した｡そして､経済体制改革の下で､流通産業の再編及び発
展実態を考察する際､筆者はさらにマクロ的な経済分析と成長モデルとの二つのアプローチで分析
を進めた｡実証分析モデルに政策転換率を導入したマクロ的な経済分析によって､流通産業の発展
は生産と消費の促進より､むしろ政策の転換に伴った規制緩和で促進されたことが立証された｡一
万､成長モデルによる分析の結果からみると､改革開放以降における流通産業が主に資本要素によ
って発展したという要因を明らかにした｡そして､ 2000年以降の流通産業には､小売業であれ､卸
売業であれ､要素生産性が先進国のそれより非常に低くて､中国流通産業の低生産性を立証した｡
流通産業が規制緩和と資本要素の導入によってある程度発展したが､生産性がまだ低いとしても､
中国流通産業が市場メカニズムに基づく自律的な発展軌道に乗ったことが明らかになった｡
第四章　中国の流通産業と工業との関係に関する検討
本章では第3章の分析結果を受け､さらに流通産業と工業との関係に立ち入ってこの二つの産業
間においてどのような関係が現れているかを分析した｡
まず中国工業の発展に関する検討を行った｡改革開放前も､改革開放以降も､中国において⊥業
が長い間ずっと重要視を与えられ､優先的に発展した｡そして､中国工業の発展実態､及び経済発
展政策は､第1回｢流通革命｣直前の日本工業のそれとよく似ていることを明らかにしたため､中
国の流通産業と工業との調和的な発展を検証する根拠は固められた｡
流通産業と工業との調和的な関係について､二つの側面から検討を行った｡一つは､国際の産業
比較及び国内の産業対比という方法である｡国際的比較によって中国の流通産業の発展水準が低く､
工業の対流通産業生産額比が先進国のそれより高い比率で止まっていることが明らかになった｡こ
れによって国際的には中国の場合は流通産業と工業とが不均斉的な発展の状況に陥ったことが推測
された｡それに加えて､国内の流通産業と工業との産業の比較分析を行った｡改革開放以降にも流
通産業の成長率が工業のそれほど速くなかったこと､生産財流通でのアンバランスは極めて著しい
ことが浮き彫りになった｡
いま一つは両部門モデルの実証分析である｡ここで政策転換率を両部門モデルに導入し､改革開
放以降流通産業と工業との産業間の調和な関係を実証分析した｡工業の発展は流通産業の発展より､
むしろ経済体制の移行に伴った規制緩和によって促進されたといえる｡流通産業おける要素生産性
が工業のそれより低いことと､従来の政策が流通産業を軽視した事実は流通産業の立後れた要因と
して析出した｡
第五章　鋼材流通仕組みの変化に関する分析
本章では中国鋼材流通を事例に取り上げ､鋼材流通の仕組み､およびその変化に関して､ケース
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スタディーを行った｡
まず筆者は鋼材流通仕組みの変化を検討し､その変化が段階的に起きていることを明らかにした｡
すなわち改革開放以前､鋼材流通は主に鋼材の非商品化と鋼材流通機構の行政化という二つの特徴
を浮き彫りにした｡そして1980年代以降､制度改革の深化につれて､国家計画に基づくコントロー
ルの緩和と鋼材価格形成メカニズムの転換によって､鋼材の本格的な商品への転身と専門鋼材流通
組織の台頭を論証した｡この論証を通して鋼材流通が市場メカニズムに基づいて次第に形成したこ
とが明らかになった｡さらに1990年代に入ってから国家行政機構改革の推進に伴って､従来の流通
機構は脱行政が始まり､専門流通集団企業へと変身し､しかも新たな鋼材販売制度が確立しつつあ
ることが考察によって明らかになった｡
新販売制度推進の背景と本質からみれば､国家が鋼材流通に介入し､鋼材生産と鋼材流通との間
に中間組織の構築によって鋼材流通を改善させようとした｡しかし､当時流通企業の経営不振が相
次いで露呈したため､新制度の実行効果はあまり評価されなかった.また､ 2000年前後に鋼材の流
通環境が鋼材消費と鋼材生産の面において変化を現した｡しかし､鋼材流通業は鋼材の生産､鋼材
の需要の変化に対応しえなかった｡逆に2000年代以降､鉄鋼企業が自社の鋼材販売機構を積極的に
強化し､鋼材流通の主導権を手に入れたことは分析によって究明した｡
最後に､鋼材流通業と鋼材生産業との相互関係を統計分析で検証した｡その結果から鋼材流通産
業は鉄鋼産業の発展に対して支えていないことが見て取れた｡鋼材流通において主導権が次第に流
通業から鉄鋼企業の内部組織へシフトし､流通産業が従来の優位なセクターから劣位なセクターへ
と変身したという変貌も確認できた｡このような変貌は鋼材流通と鋼材生産が不調和的な関係にあ
ることと､鋼材流通業者の後進性を実に映し出していると思われる｡
終章
本章では､これまで流通産業と工業との調和的な発展に関する分析結果を整理し､中国流通産業
の欠陥､および流通産業と工業との関係を論理的にまとめた｡そこで､中国の流通産業と工業との
関係を先発産業と後発産業の固有メカニズムとしてみることにした｡
そして､これまでの検証は他の発展途上国のさらなる発展にとって生かされるような普遍性につ
いて論述した｡中国のような発展途上国にとって､不均斉成長の発展は最初の開発手法として有効
なものだと認めても､優先に開発した部門の発展に伴い産業(部門)間の不釣合いも起こりやすい｡
部門間､たとえば流通産業と工業との間､調和的な発展があるか否かを常にチェックする機能が構
築されているかが発展途上国のさらなる発展にとって､無視できない課題であることを指摘した｡
最後に､中国流通産業のさらなる発展を展望し､流通能力の育成は今後流通産業のさらなる発展
の中心課題になるべきだと指摘した｡具体的には､日本の経験を参考にして､流通産業の規模的経
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営､生産要素の増加と要素生産性の向上を流通産業の流通能力として高めていくのは中国の課題で
あることを提言した｡
論文審査結果の要旨
本論文の目的は市場経済移行後の中国における流通産業と工業との関係を明らかにすることであ
る｡ 1980年代以降､中国の工業は国民経済の牽引車となり､急速に成長してきた｡こうした急成長
を続けてきた工業は必然的に流通産業を含めたインフラセクターの成長を要請する｡流通産業がこ
のような要請に応えているか否か､またはその対応が十分であるかを究明するのは無論中国経済研
究の重要な課題である｡このような問題が今まであまり重視されていない｡そのため､本論文の着
目点が非常にユニークと評価された｡本論文の構成が序章､第1-5章､および終章からなる｡そ
の概要は以下のとおりである｡
序章では問題意識と論文の視点を明確にした｡第1章ではマルクス経済学の流通論､開発経済分
野の均斉成長理論､および産業諸部門の構成にかかわる中間組織論を再検討したうえ､流通産業と
工業との関係に関する独自な検証方法論を確立した｡第2章では､高度成長期の日本における流通
産業と工業との関係を考察した｡この考察を通して第1章で構築された検証方法が妥当と確認でき
た｡
第3章ではマクロ的な経済分析と全要素生産性の分析によって中国の流通産業を検証した｡その
結果は流通産業の発展が経済制度の転換に伴った規制緩和と資本の大量な投入によってもたらされ
たことを現した｡さらに中国流通産業の生産性を日本､アメリカのそれと比較し､中国流通産業の
国際的な後進性が解消されていないことを明らかにした｡第4章では両部門分析のFeterモデルを
丁寧に整理し､中国の特有な要因を新たな変数として付け加えて流通産業と工業との関係を実証分
析した｡実証分析によって中国の流通産業が工業を支えていないことが明らかになった｡また､生
産性の要因と政策の要因を入念に検討し､流通産業と工業の両部門においてそれぞれの生産性の相
違と優遇政策の相違を浮き彫りにした｡第5章では生産財としての鋼材の流通と生産との関係に立
ち入ってケーススタディーを行った｡そこで第3章と第4章の結論に一致した分析結果を導き出し
た｡
最後の終章では中国における流通産業の国際的な後進構造が存在することと､市場メカニズムの
欠落である途上国の不均斉成長においては流通産業の発展が無視できないことのような貴重な知見
を示してから､中国流通産業の発展について日本の豊富な引例によって展望を詳述した｡
本論文は計量的な分析手法を用いているだけでなく近年では盛んに議論されている制度的な要
素､組織的な要素に関する分析手法を大胆に取り入れて立体的に流通産業と工業との関係を検証し
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た｡計量分析方程式の改善の余地と論述の幼稚さが残されている箇所があると指摘されたが､論文
全体については非常に高い評価が与えられた｡
本論文は､劉振演が今後自立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力と学識を有することを
示しているものである｡よって､本論文は博士(国際文化)の学位論文として合格と認めるo
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